
 

 
（別紙） 

知事部局等の主要増減項目 
 

〇 増員計 1,001人 減員計 △821人 差引 180人 

 

【増員】 

○ 新型コロナウイルス感染症対策に係る執行体制の強化 

・ 感染症対策部の執行体制整備〈福保 121増（※）〉 

・ 都保健所の感染症対策に係る体制強化〈福保 11増〉 

・ 多摩総合医療センターにおける感染症対策の体制整備〈病院 9増〉 

・ 総合防災部における危機管理体制強化〈総務 6増〉 

 （※）令和２年７月の感染症対策部設置に伴う増員（73増）分を含む 

                  

○ 児童相談体制の強化 

・ 児童相談所の児童福祉司及び児童心理司の増員〈福保 59増〉 

・ 一時保護所の拡充に伴う増員〈福保 9増〉 

 

○ デジタル推進に係る体制強化 

・ デジタルサービス局設置に伴う推進体制の整備〈デジ 37増〉 

・ 各局行政手続きのデジタル化推進に係る体制強化〈各局 8増〉 

 

○ 障害を有する会計年度任用職員の常勤職員任用 

・ 事務補助業務を担う障害を有する会計年度任用職員を常勤職員へ任用 

〈総務、教育 22増〉 

            

など  

 

【減員】 

○ 東京 2020大会関連施設の整備進捗に伴う減〈港湾、都整 18減〉 

○ デジタルの利活用や執行体制の見直し等に伴う減〈各局 161減〉 

                                      など 


